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1課 題の設定
企業の合併は会計学上、パーチェス法(買 収法)と 持分プー リング法のいずれかを選択適用 して処理
する とい う考え方が一般的である。パーチェス法 は企業合併において取得会社(支 配会社)を 識別でき
る合併に適用 され る会計処理方法である。 この方法のもとでは、被取得会社の資産 ・負債は取得 日の公
正価値で測定され、合併対価額 と取得 した識別 可能純資産額との差額は一般に暖簾(goedwill)として
処理 され る。
これに対 し、持分プー リング法は企業合併において取得会社ない し支配会社が識別できず、合併前企
業のそれぞれの株主が合併後企業の純資産お よび営業に対する支配をほぼ均等に共有 し、合併前企業の
株 主が合併後の事業体の リスクと便益を相互に共有する合併において適用 され る。持分プー リングのも
とでは、結合す る複数の企業が持分の結合によって単一の事業体 となるため、合併後の各合併前企業の
資産、負債お よび持分を、合併時の帳簿価額で認識 し、新たに暖簾ない し負の暖簾が認識 され ることは
ない1)。
なお、企業合 併の会計処理 として、パーチェス法 と持分プー リング法の他に公正価値 プー リング法
(fairvaluepoolingmethod)または新実体法(newentitymethod)と呼ばれ る方法も会計学説上提
唱 されている。 これは企業合併において取得会社ない し支配会社が識別できな くとも、合併後の企業は
既存の合併当事会 社のいずれ とも性格が異な り、親 しい企業として出発す ると考えるものであ り、取得
原価主義会計の もとでも各合併 当事会社の資産 と負債を公正価値で評価啓 して処理す る方法である。 も
っとも、この方法がわが国はもちろん、欧米において も制度上選択可能 な処理方法 として認 め られてい
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る訳ではない し、また実務において も採用 されることはほとん どない。
1998年改訂の国際会計基準第22号 「企業結合」2)は、取得による企業結合はパーチェス法を適用 して、
持分の結合は持分プー リング法によって会計処理すべきことを規定 している。ここで、取得 とは 「企業
結合の うち、1っ の企業(取 得企業)が 他の企業(被 取得企業)の 純資産お よび営業に対する支配を、
資産の引渡 し、負債の引受けまたは株式の発行との交換により獲得す るもの」であ り、持分の結合 とは
「結合後の事業体にかかわるリスクと便益について、いずれの当事者 も取得企業 として識別できないほ
どの継続的な相互共有を実現す るように、結合前企業の株主が純資産お よび営業の全部(ま たはほぼ全
部)に 対する支配を結合 している」3}ケースをい う。このよ うに、国際会計基準も企業の合併ない し結合
に関 してパーチェス法と持分プー リング法 との選択適用を認めている。
もっとも、国際会計基準は持分の結合に必須の特性 として3点 指摘 してo、3つ の特性のすべてが存在
しないかぎり、企業結合を取得 として分類すべきことを指示 している。 この ことは、企業の結合 をで き
るかぎ り 「取得」 として分類 し、パーチェス法を原則的処理方法 とし、持分プー リング法の適用は一定
の条件を満た した場合にのみ許容することを意味する。
ところで、わが国の会計制度では企業の合併に関す る具体的な規定は設けられていないのが現状であ
る。合併企業や新設企業が被合併企業から受け入れる資産 ・負債の評価について も特に規定 されてい る
わけではない。「企業会計原則」(昭和24年制定、最終改正昭和57年)は 、貸借対照表原則 四(三)B
において、合併差益を資本準備金 として分類 ・表示すべきことを定めているに過 ぎない。 さらに、「企業
会計原則注解」〔注19〕において、剰余金が資本剰余金 と利 益剰余金に分かれ、その うち資本剰余金が株
式払込剰余金、減資差益、合併差益等か らなると規定 したのち、合併差益の うち消滅会 社の利益剰余金
に相当す る金額については資本剰余金 としないことができるとしている。合併によって取得 した営業権
(暖簾)に ついては貸借対照表に計上するとともに、毎期均等額以上を償却すべきことを要請 している。
「企業会計原則」お よび 「企業会計原則注解」はか ようにく肖滅会社か ら継承 した純資産額が消滅会社
の株主に交付 した額を超える部分、すなわち合併差益の性格を規定 しているだけである。 この場合、合
併差益を全額資本準備金 として処理する方式が現物出資説、合併差益の うち消滅会社の利益剰余金相当
額を資本準備金 としないことができる方式を人格合 一説 と呼ばれていることはい うまでもない。
「企業会計原則」や 「企業会計原則注解1の こうした規定は昭和37年の商法改正にともない、昭和38
年改正、昭和49年改正を通 して商法規定 との一一致を図った結果である。 したがって、わが国の商法にお
いて も企業の合併について具体的な定めはない。 合併企業や新設企業は被合併企業の権利義務関係を包
1}企業 結 合 に 閲 す る 国際 会 計 基 準 ロは1983年U月 に 第22号f企 業 結 合 の会 計 処理 」 と して公 表 され た。 その 後 、 同基 準 書 は 「財 務
諸 表 の 比 較 可 能性1プ ロジ ェ ク トの 一環 と して改 訂 され 、1992年6月 の 公開 草 案第45号 を経 て 、93年11月 に 改 訂国 際 会 計 基準 警策
22号が 承 認 され たの であ る。 さ らに 、同 基 準 書 は公 開 草 案 第61号 を経 て1998年9月 に 再改 訂 され て い る。
帥IAS22,par.8.
1,3っの特 性 と は次 の こ と を指 す(IAS22,par.15)。
(a)結合 前 企 業 の議 決権 付 普通 株 式 の 大 多 数(す べ て で は な い に して も)が 、交 換 また は プー ル され る。
(b)合併 当 事 会 社 の 一つ が そ の公 正 価 値 にお い て 他 の 合 併 当事 会 社 の それ と著 しく 異 な らな い。
(c)企業 結 合 後 、 各 々の 株 主 が結 合 後 の 事 業 体 に 対 し、 相 対的 に 以 前 とほ ぼ 同等 の議 決 権 お よ び持 分 を維 持 す る。
企 業は この3つ の 特性 す ぺ て が存 在 しない 限 り、企 業 結 合 をパ ー チ ェス と して 分 類 しな けれ ば な らな い。 ま た 、 た と え3つ の特 性 す
べ て が 存 在 した と して も、会 社 が 取 得 会 社 を 識別 で き な い と立 証 で き る場 合 に のみ 、企 業 結 合 を持 分 の 結 合 と して 分 類 す る(1AS
StandingInterpretationsCommittee,`℃lassificationsoitherasAcquisitionsorL'nitingsofIntests(IAS22),par.6.)。
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括的に継承す ると定めているに過ぎない(商 法第103条)。合併差益について、現行商法は原則 として現
物出資説に立脚 して、合併差益を全額資本準備金 として積み立てるよう規定 している(商法第288条ノ
2①5号)。同時に、消滅会社の 「利益準備金其ノ他会社二留保シタル利益ノ額二相当スル金額jに つい
ては資本準備金 としないことができる(商法第288条ノ2③)。
いずれにしても、わが国の会計制度において企業の合併は、 どのようなケースで現物出資説によって
処理す るのか、あるいは如何なる条件を満足させた場合に人格合一説を選択適用できるのか必ず しも明
確ではない。 また、受け入れた資産や負債を どのよ うに評価するのか、利益剰余金の受入れについて も
どのよ うな場合に全額資本剰余金たる合併差益としないことができるのか明らかではない。
ただ し、仔細な点は異なるとしても、現物出資説がパーチェス法に、人格合一説が持分プー リング法
に近似す るとみれば、わが国会計制度においても2つの処理方法の選択適用が許容 されていると認める
ことができる。
本稿 は 「グローバル ・スタンダー ド]と して世界の会計 を主導する米国の合併会計規制を素描する。
米国財務会計基準審議会(FASB)は2001年7月に、APB意見書第16号、第17号に代わる基準書鋪141
号 「企業の結合」、同第142号「暖簾 ・その他の無形資産」を公表 し、長年の懸案事項であった企業の合
併 ・買収に係る新 しい会計基準の策定を完了した。新たな基準書は、企業の結合はパーチェス法によっ
て処理 されること、持分プー リング法の適用は禁止する、暖簾は償却せずに減損テス トの対象とするこ
とを骨子 とす るものである。これによって米国はパーチェス法と持分プー リング法 とい う、同一の取引
に対 し極めて異なる数値を導 く摺れのある2つ の会計処理方法の選択適用から脱却す ることになったの
である。 こうした米国の立場が今後国際会計基準や各国の会計制度にも大きな影響を与えることは疑い
ない。
同時に、APB意見書第16号、第17号が企業の合併 ・買収を規制する基準書として約30年間にわたっ
て適用 されてきたことにも驚かざるをえない。その間、改訂への動きは何回かみ られたが、結局改訂が
なったのは21itt:紀になってからのことである。そこで本稿は、企業の合併 ・買収を規制する最初の基準
書から、数次の改訂を経て1970年に策定されたAPB意見書第16号までの合併取引処理規定を概観 し、
APB意見書の 「魅力」は奈辺にあったのか瞥見 したい。
国際会計基準や米国基準は合併を企業結合取引の形態 として考える:す なわち、企業の結合は、ある
企業が他の企業と合体 した り、他の企業の純資産や営業に対する支配権を取得することによって、一つ
の経営実体に統合され る意味で解釈 されている。 したがって、①合併(吸 収合併と新設合併)、②被買収
企業の株式の取得 による子会社化、③営業の譲 り受け=特 定事業(営 業)の 買い取 りとい う、法的形態
としては区別 され る取引を、いずれも企業が被買収企業の事業を自社グループのなかに取り込む同質の
経済行為 とみな し、会計処理に関 しても合併会計と連結会計(資木連結)と に区別せずに、「企業結合会
計」として一括 して規定する。 しかし、わが国の現行の会計制度において、たとえば株式の100%を取得
して子会社化する場合 と、同一の会社を吸収合併する場合 とは、両者の経済的実質は同一であっても、
異なる会計処理が行なわれる。前者の場合には連結財務諸表原則が適用されて子会社の資産が取得時の
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時価で評価され、後者の場合にっいては被合併会社の帳簿価額を引き継 ぐことができる。その結果、経
済現象苦 しては等 しくとも、それを処理 した会計数値は連結財務書表上著 しく相違する可能性が大きい。
そこでわが国においても、同'じ経済的実質を有する取引には同 じ会計処理方法が適用 され るよう、企業
結合に係る首尾一貫 した会計処理基準の策定が求められている5)fi)わけである。
しか しなが ら、本稿ではこ うした合併会計 と連結会計 とを綜合 した企業結合会計の必要を認 めなが ら
も、米国の合併会計基準が抱えていた歴史的な問題 もあり、課題 をあくまでも合併会計に限定する。
2会 計研究 公報(ARB)第40号 ・48号
周知 の よ うに、米国 はL9世 紀末か ら20.世紀初頭 に水 平的 合併 を中心 に第一次企 業合 同運 動 を、続 い
て1920年代 に垂 直的合併 、戦後の1960年代に コン グロマ リッ ト合 併 を中心 に第 二次 、第 三次 の企 業合
同運動 を展 開 し、そ の過程 で合併会 計 を規 制す るための諸 基準の 制定 に努 めて きた。 もっ とも、米 国が
合 併会 計基準 を制 定 したの は戦後の こ とで、1950年代に入 ってか らで あ る。そ の間、企 業の合併 ・買収
の会 計処理 はパー チ ェス法(買 収 方式)と 持 分プー リング方式 のいずれ か が随時選 択適用 され 、合 併 当
事会 社に大 きな裁 量が与 え られ ていた。
米 国 にお け る合 併 会 計 を規 制す るた めの 基準 書 は まず 会 計 手続 委員 会(CommitteeonAccounting
Procedure)によって策 定 され た一一連 の会 計研 究公 報(AccountingResearchBulletin:ARB)、す な わ
ちARB第40号 「企業結合 」(`cBusinessCombinations",1950)、同第43号 第7章C["Restatementand
RevisienorAccountingResearchBulletins,"su㎜arizedprevious42ARB's(Chapter7C)],1茜1第48
号 「企 業結合 」が 重要であ る。さらに、会計 手続 委員会 の改組 後に設 置 され た会計原 則審 議会(Accounting
PrinciplesBoard:APB)によ って制 定 されたAPB意見書(APBOpinion)第16号「企業結合 」("Business
Combinations",1970)ならびに 同第17号 「無 形資産」(`clntangihleAssets"1970)が続 く(別 表参 照)。
会計原則 審議会(APB)の跡 を継い だ財 務会計基 準審議 会(FASB)は1976年に討議資料 「企業結合 と
買入無形 資産に係 る会計」 を公 表 したが、結局基 準書の制 定にまで至 らなか った。 しか も、1981年第1
四半期 に企 業の合 併 ・買収 に係 る会計 を議題 か らはず したこ ともあ って、APB意見 書鋪16、-17号は約30
年間 にわた って米 国 にお け る企業合 併 ・買収 の会 計処理 を規 制 して きた のである。
以 ドでは 、ARB第40号、48号 な らびにAPB意見書第16号 につい て整理 ・検 討 し、暖 簾に係 る基準書
について は言及 しない。なお 、1953年6月に発行 され『たARB第43号 は1939年9月か ら1953年1∫1まで
5'たとえば、次の言葉はわが国の会計制度の欠点を端的に示している.
恰 併という経済事象 ・取引は、親会社の個別財務諸表を通 じて連結財務書表に反映される,他方、子会社化という経済事象 ・取引
は、連結精算表を通 じて連結財務諸表に反映 される。いずれも連結会計の対象となっている。もしか りに、合併と子会社`ヒという2
つの事象について異なる会計写像をもたらす会計基準を設定しておくとい うことは、法的実体の消滅を重視した会計基準ということ
ができる。しかし、連結会計を行 うそもそもの目的が、連結実体(経済的実体}を会計単位として、その財政状態および経営成績の
測定にあることから、法的実体の消滅の有無を重視することはナンセンスといわざるを得ない。
わが国の場合、改訂連結原則が公表された現在においても、残念ながら、商法 ・税法の影響下にある個別会計(合 併会計)は 、独
自の存在として温存されている。」{醍醐 聰編著 『国際会計基準と日本の企業会計』中央経済社、1999年、26e-261ページ)
s:企業会計審議会は第一'部会で審議されている企業結合会計について、2001年7月に、「企業結合に係る会計処理基準に関する論点整
理」を公表 したが、それはこうした観点からの企業結合会計基準の制定を企図 したものである。
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に公 表 され たARBを整 理 ・統合 した もの で ある。ARB第43号第7章 「資本勘 定 」
「企業 結合 」 は若 干の 字句 変更 を除 くと内 容的 にARB第40号 と同 じで あ る τ)。d
(CapitalAccounts)C
別 表 企 業結 合 と暖 簾 に係 るARB、ARS、APBO
発行年
1944
1950
1953
1970
1970
基 準 書 の
ARB第24号r無 形 資産 の 会 計j(AccountingforIntangiblGAssets)
ARB弟40号 「企 業 結 合 」(Busiiiess'Comhjnations)
ARB第43号f会 計 研 究公 報 の 再録 と 改 訂 」(RestatementandRevisionofAccounting
ResearchBulletins).一斑 発 行 の42本 のARBを 一一覧 表 化－
ARB第48号 「企 業 糸吉舎 」(BusinGssCombinations)
ARS第5号 「企 業 結A△ 計 の 批 判 的 研 究 」
BusinessCombinations)
APBO.第6号 「会 計.研究 公 報 の 現 状 」(StatusofAccountingResearchBuHetins)
-ARB第48号 の 再 確 認
APBO第10号 「APBO絶壁1966tl三瓶 」(OmnibusOpinion-1966-)
企 業 結 合 の 財 務 諸 表 表 示 に係 るARB第48号12項 の 修 正
ARS第10号f暖 簾 の 会 計 」(AccountingforGoodwil1)
APBO第16号 「企 業 結 合 」(BusinessCombinations)
APBO第17号'「無Jf多資 産 」(lntanglbleAssets)
(注)ARB=AccountingResearchBulletins
ARS=AccountingResearchStudies(会 計 研 究 叢 書)
APBO==AccountingPrinciplesBoardOpinions
1,ARB第40号
、 同48号 の 両 基 準 書 に つ い て はThelournnJofT.Aecountnncy1950年10月号 、1957年2月 号に 掲 載 され た もの を使 用
し、APB意見 書 第16号 に っ い て はFASB、OriginalPronOtmeeinents(2000/2001edition}を使 用 した 。
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(1)ARB第40号8}
アメ リカ会計 士協会(AIA)、その後の アメ リカ公 認会計 士協会(AICPA)は会計手続 委員会(CAP)な
らびにその後身の会計原則審議 会(APB)を通 して、取引の経済的実質(economicsubstance)こそが適
切な会計処理 方法 を決定 しなけれ ばな らない とい う立場 を採択 した。 別言すれ ば、会 計手続 きや財務 報
告書は法的(形 式的)出 来 事で はな く、経 済的(実 質的)出 来 事を反映すべ きである と考えて いたの で
ある。 この こ とは当然の ことなが らARB第40号にも確 認 され たので ある。
ARB第40号は全 体で6つ のパ ラグラフで構 成 され た、比較的簡潔な基準書であ る。 基本的な事項 は、
第1に 企 業結合 をパ ーチ ェス(買 収)と 持 分 プー リン グとに識 別す る規 準、第2に パーチ ェス方式 と持
分 プー リング方式 とい う2っ の会 計処理方法 の特質 を規 定 してい る ところである。
①パ ーチ ェス と持 分プー リング との識別規準
企業 結合の会計処理 はまず 当該結合が 買収 なのか、それ とも持分 の結合 なのか によって異なる。ARB第
40号が規 定す る識別規準 を要約す ると、以下の通 りである(ARB40,pars.2&3一括弧 内は基準 書か らの
引用 箇所 を示 す)。 ・
(a)合併 当事 会社の持 分請求 権のすべて ない し実質上 すべてが存続 会社 に存続す る場 合、 当該結合 は持
分 プー リングで ある。
(b)被取得会 社の所 有権の 一ー一部 また は全部が消滅す る場合はパーチ ェスで ある。
〈c)合併当事会 社の所 有者に発行 されていた株式 を消却す る計画 ない しその強い意志、 あ るいは結合 直
前 ・直後 に発 生す る所有権の重大な変化は 当該結合 をパーチ ェス と示す。
(d)合併当事会 社の一方が他 方に比較 して規模 が極 めて小 さい場合 、 さらに合併 当事会 社の一方の経 営
者 が排除 され るか、存続会社 に対す る影 響力が極 めて小 さいケースはパーチ ェス と見倣 され る。
(e)結合 され る事業の諸活動 が類 似 してい るか相 互補完的 である場 合、他の事情が等 しい とす れ ば、当
該結 合は持分 プー リング と推 定す るこ とが で きる。
ARB第40号に示 された識 別基準 は、 これ を整 理す ると、所 有権 ない し持 分の継続 性の有無、合併 当事
会社の相対的規模(relativesize)、経営権 の継続性 の 三点に絞 ることがで きる。
② 会計処理 方式一 パーチ ェス法 と持分プー リング法一
結合 を行 な う企業 は当該結 合が 上記の規 準のいずれ に合 致す るかに よって会計処理 方式 を決 定す る。
∧RB40号に よれ ば、パー チ ェス法 と持分 プL-一リーング法の特徴 は以下の通 りである(ARB40,pars、4&5)。
(a)パー チ ェス法の もとでは 、取得 した資産 は取得会 社の帳簿 に原価(cost)で記録 され る。 この場合
の原価 は 「貨幣 ない し他の対価 の公正価値(fairvalue)、あ るいは取得 した財 産の公正価 値の うち、い
ずれ か よ り証拠力の あるもの で測定 された もの」である。
(b)持分 プー リン グ法で は新 たな会計責任 の基礎に対す る必要性 は生 じない。その ために この方式 の も
とで は合併 当事会 社の 資産 の帳 簿価額 がそ のまま存続会社に引き継 がれ る。
s)ARB第40号と48号の規定について詳しくは拙稿 「米国における初期の合併会計基準をめぐって」『明大商学論叢』第82巻第2号を
参照。
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(c)持分プー リング法は合併当事会社の留保利益ない し利益剰余金を存続会社が継承す ることを認める。
ARB第40号はその論拠を明確に示 しているわけではないが、敢 えてそれを指摘するとすれば、持分プー
リングが 「新たな会計責任」の基礎は生まないこととしていることであろ うか。
(d)パーチェス法では取得 した資産 と負債が公正価値 で評価替 えされるために買収差額、つま り暖簾が
発生するが、持分プー リング法では暖簾は認識 されない。
(2)ARB第48・号
ARB第48号は全 体で12の パ ラグラフか らな る。合 併の会 計処理 につ いて は前 のARB第40号 、同43号
第7章Cと 同 じで あるが、 パーチ ェス と持 分プー リン グとを識 別 す る姿勢 が大 き く変化 してい る。 第48
号 にお け る識別 規準 を整理す る と、次の通 りで ある(ARB48,pars.5-7)。
〈a)合併 当事会 社の所 有者 に よって受領 され る株式 の割 合 が合 併 前の 当事 会社 に対す る持 分 と実質的 に
比例 してい ない とき、新 たな所有権 ない しパーチ ェスが結果 と して生 じた と想 定 され る。
(b)優先株 式 または負 債証 券 の発 行 に よって相 対 的議 決権 が大 き く変化 した とき、 当該結合 はパ ー チ ェ
スと見倣 され る。
(c)合併前 当事 会社 の所 有者 に発 行 されて いた株 式の相 当部分 を消却 す る計画 ない しそ うす る強 い意 図 、
あるいは結 合 直前 ・直後 に生 じた所 有権 の大 きな変動 は 当該 結合 がパ ー チ ェスで ある とこ とを示 す傾 向
があ る。
(d)持分 プ ー リング概念 の基 礎 に横 た わる仮 定 は、合 併 当事会 社 のすべ てが 一つ の企業 と して継 続 す る
ことであ るか ら、あ る合併 当事会 社の 事業 の大部 分が廃棄 され た り売却 され るこ とは 当該企業 結 合 を持
分プー リング と捉 え る こ とを妨 げ る。
(e)合併 に よって合 併 当事 会社 の経営者 が排 除 され るか その影 響 力が著 しく小 さい とき、 当該 企 業結合
はパー チ ェスで ある。
(f)合併 当事会 社の相 対的規 模 は必ず しも決定的 要件 では ないが 、合 併 当 事会 社の 一方が 明 らか に支配
的(dominant)であ る とき、 当該合併 取 引はパー チェ スで ある と想定 で きる。 た とえば、 一方の 合併 当
事会 社の株 主が結 合企業 の議決 権の90%か ら95%以 上を獲得 す る場 合 には支配 的 となる。
上記6つ の識別規 準 の うちARB第48号 で追加 され たのは(b)、(d)、・(f)である。 ここで特徴 的 な点は
既に明 らか な よ うに、 上記 の規準 がいずれ もパ ーチ ェス の要件 を指示 してい る こ とで ある。 つ ま り、上
記以外の ケー スは持 分 プー リング と解釈 され る ことになる。別 言す れば 、ARB第48号は持分 プー リング
適用 の範 囲 を拡大 した の で ある。 ア メ リカ公 認 会計計 協会(AICPA)の前身 で あ るア メ リカ会 計 士 協会
(AIA)はARB第48号発 行 の翌月 に、同基準 書 の概 要 をThe.fOUt'n∂10f'Aceountancyに掲 載 したが 、そ
の中でARB第48号発行 の理 由につ いて次 の よ うに言 及 してい る。
「過去 数 年間 に発 生 した企 業結 合 の 多 くは持 分 プー リン グ と して 処理 され て きた。 しか しな が ら、
(ARB)第tl3号第7章Cの 諸 規定 は、結合 の会計処理 に あたって きた多 くの人 々の意見で は、不必 要に
制限的 であ'りあ るいは明確 で なか った。 か か る不満 の感 情が この度 発行 され た改 訂版 へ と導い たの で あ
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この引用文からもARB第48号が持分プー リング適用の範囲を当初から拡大する意思を持っていたこと
が分かる。 こ うした姿勢が上記にみた識別規準へのアプローチを採 らせたといってよいであろ う。
3APB意 見書箱16号
米国では第一次 ・第二次企業同時期に、企業結合の会計処理方式としてパニチェス法が広 く採用 され
て主流 をなしていた。それは当時の合併において資産の過大評価の遺産ともい うべき 「怪 しげな資産」、
つま り暖簾の創出へ と導いた。1950年代に制定された合併会計基準書は 「パーチ ェス方式よりも持…分プ
ー リング方式の採用を正当化す るよ うな情況 を叙述 しようと企てた 「o}]という指摘 もなされているが、
かかる見解を受け入れ るならば、ARB第40号、43号第7章C、48号はこうした 「苦い」経験をふまえた
結果 とも見倣すことができる。
持分プー リング方式の選択適用は米国では1960年代に頂点に達する。60年代における第三次企業合同
期には明 らか に子会社の買収 とみ られ るよ うな結合について も持分プー リング会計が適用され、持分プ
ー リング方式の 「濫用」ともい うべ き現象を呈したのである。同方式が結合を行な う企業に対 してパー
チ ェス方式に比べてより有利 な財務諸表へ と導いたためである。持分プー リング方式は結合 される資産
について再評価を求めない。その結果、資産の費川化によって生 じる減価償却費や売上原価はより高く
評価 された資産にもとついて算定 されるパーチェス方式の場合 と比較 してより小さくなる。 さらに、買
収差額(暖 簾)が 発生 しないためにその償却 も要 しない。 こうして一般的に、プール された財務諸表は
パーチ ェス方式のそれ よ りも高い利益を報告 し、投資利回 りもパーチェス方式に比べて相対的に大きく
なる傾向にあったのであるll}。
AICPAは1963年に、A,R.ワイアッ ト(ArthurR.Wyatt)によって著された企業合併の会計に関する研
究叢書ARS第5号 『企業結合会計の批判的研究』を発行 している。
この研究叢書の主たる勧告 と結論は次の2点 に要約できる。
(1)企業結合は、独立 した当事者間の交換取引と同様 に、本質的に交換取引であ り、通常の交換取
引と同様の方法で処理 されるべきである。すなわち、パーチェスは対価によって示 された価値ない
し交換価値(valuesexchanged)で記録 されねばならない。
(ii)企業結合が独立の当事者間の資産および持分の交換を結果 として もたらすならば、持分プー リ
ング法を理論的に正当化するものはない。
ARSは重要 な会計上の課題 について討議 と理解を醸成することを企図 したものであり、決 してAICPAや
APBの公式の立場を表す ものではない。しか しなが ら、ワイアッ トの指摘は当時の合併会計実務に対する
9'AIAR
・・e・rchD・p・rt・・nt,"B・ine・sC・bi・ti。ns∴Th・.f・脚 ・ソ ・τh…unt。 。。兄F・b.1957.ひ52.
'e'H・LW・lk.J・R・F…ci・.!t、G.T・ar・ey.A・ceu・ごゴ・8輪 ・γ ・伽ceptu・1・。〃 。5ご∫加 ご励 。∫卿.。 。。ん2。d,diti。n,P隔S-KENT
PublishillgCompany,P.556,
11㌦ム〆∂
.PP・554-556・
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社 会か らの批判 に応 える もので あった。持 分 プー リリング方 式の 「濫 用 」を抑 えて、 同方式適 用 のため
の厳格 な要件を設 けるべ く登 場 した のがAPB意見書第16号 、17号で あった。
APB意見書第16号 は企業結 合の会計 処理 に関 して、 以下の結論 に達 した こ とを明 らかに してい る12)
(APBO16,par.8)。
「本審議 会 は、企業 結合 の会計 処理 に関 してパー チ ェス法 と持分 プニ リン グ法 は ともに認 め られ る と
い う結 論 に到 達 しだ。 た だ し、 それ は同一 の企業結 合 に対 す る代替 処理 法 と して では ない。 特 定の条件
を満 たす 企 業結合 は持分 プー リン グに よる会計処理 を求 める。 この特定 の条 件 を満 たす企業 結合 に対 し
ては会 計の新 たな基礎が認 め られ てはな らず 、結合 す る会社の資産 と負 債 はそれ らの記録 され た価 額(帳
簿価額)で 結合 され る。 他のす べて の企 業結 合は一一法 人会社 によ る複 数 の会社 の取得(acquisition)とし
て会計処理 され な けれ ばな らない。取得 会社(acquiringcorporation)にとっての被 取得 会社(acquired
company)の原価 は資産 の取得 を会計処理 す るための原 則 によって決 定 され るべ きで ある。 次いで この原
価はそれ らの公正価 値 に も とついて 、識別 可能 な個 々の取得 資産 と引 き受 けた負 債に割 り当て られ なけ
れ ばな らな い。 割 り当て られ なか った原 価は暖簾 と して記録 され るべ きで ある。」
この よ うに、∧PB意見書第16号 は企業 結合 の会 計処理 と してパーチ ェス法 と持分 プー リング法 を もと
に許容 した もの である。 た だ し、後者の 選択 適用 は同基 準書第46項 か ら第48項 に規 定 され た12の 規準
を満 足 させ る企 業結合 に限 られ 、 これ ら規準 のいずれ かで も満 たさ れ ない場合 に はパ ーチ ェス法 を適 用
す る(liう求 めた のであ る。持分 プー リン グ会 計処理方 法を適用 でき るた めの条件 は、(D結 合す る会 社の
属性 、(2)持分 の結 合、(3)予め計 画 され た取引が ない こと(absence・fplannedtransactions)に分類
され てい る。
Ω)結合 す る会 社の属性 、
〈a)結合す る会 社の各 々は 自律性 が あ り、結 合 計画開始 の前2年 以 内 に他の 会社 の子 会社 ない し部門 に
なった ことがない こ と(APBOI6,par.46a－以 下括 弧内 はAPB意見 書第16号 か らの引用 箇所 を示す)。
(b)結合す る会 社の各 々は他 の結 合す る会 社か ら独 立 してい ること(par.46b)。
(2)持分の結 合
(a)結合 は単一 の取 引で行 なわれ るか 、あ るいは結合 計画 開始後1年 以 内に特定 の計 画に した がって完
了す るこ と(par.47a)。
(b)会社は結合 計画 が完 了す る 日に、他 の会 社の実質 上す べての議 決権 付普 通株 式持 分 と交換 に、 自社
の議決権付 普通株式 の大部 分 と同一 の権利 を もつ普通株 式のみ を募集 し、発行 す ること(par.47b)。
(c)結合す る会 社のいずれ も、結 合計 画開始前2年 以 内、また は結合 計画 開始 ロと完了 口との間 に、結 合
を実行 す るこ とを意 図 して議決権付 普通 株式 の持分請 求権 を変動 させない こと。 結合 を実施 す る意 図の
変化 には株 主 への分配 、有 価証券の 追加 発行 ・交換 ・消却が含 まれ る(par.47c)。
(d)結合す る会 社の各 々は企 業結合 以外 の 目的でのみ 議決 権付普通 株式 を再取得 する こ とがで きる、 し
lt)APB意見書第16号の訳出に際しては米国財務会計基準(合 併 ・分割)委員会報告 『合併会計をめぐる米国財務会計基準の動向』企
業財務制度研究会、1996年を参照した。
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'会 季'五 加 巳 コ
か しどの会 社 も結合 計画開始Rと 完了 日との間で通常の株 式数以上 を再取得 しない こと(par.47d)。
(e)結合 会社 の個 人普二通株 主持 分 と他 の普 通株 主持 分 との比率 は、結合 を実行す るた めの株式 交換の結
果 として同一一の ままで あるこ と(par.47e)。
(f)結合 の結 果生 まれ た会 社の 普通株 式所 有者持分 に与 え られ た議決 権はそ の株 主 に よって行 使で きる
こと。株 主は一定 期間 に こ う した権利 を行 使す るにあた って、権利 を奪われ る こ とも制限 され る ことも
なし、(par.47f)o
(g)結合 は計画 が完了す る時 点で決 定 され るこ と、そ して有価証券 の発行や その 他の対価 に関連 す る計
画 の条 項が未決 定のま まになって いない こと(par.47g)。
(3)予め計画 され た取 引がない こ と
(a)結合存続金神二は結合を実施するために発行 した普通株主の全部または…部を直接 ない し間接的に消
却 した り再 取得 した りす ることに同意 しな いこ と(par.48a)。
(b)結合存 続会 社は結合 す る会 社の 旧株 主の利 益の ために財務 上の取 り決 めを してい ない こと一 た とえ
ば、持分 証券 の交換 を事実 上無 効 にす る よ うな、結合 に際 して発行 され た株 主 に よ り担保 され る貸付保
証契約 の取 り決 めであ る(par.48b)。
(c)結合存 続会 社 は結合 後2年 以内 に結合 した会 社の 資産 の重要部分 を処 分す るこ とを意図 した り計画
しない こ と。 ただ し、独 立 した 旧会 社の通常 の営業過 程 での処分 、重複 した設備や 過剰 設備の 除却 は除
く(par.48c)。
R.E.ハミル トン(RobertE.Hamilton)とJ.Wプラッ ト(JamesW.Pratt)はAPB意見書第16号 で規
定 され た企業結 合のた めの会計処理方 法が どの よ うに して決 定 され るのか、そ の道 筋 を図示 してい る(別
図参照)。上記 の説明お よび この別図か ら、プー リング方式の選択 は一見著 しく制限 され た よ うにみえる
が、ARB第48号 まで は設 けられ ていた規模 の相対性 規準がな くな り、また所有権の継続 性規 定が暖昧な
た めに、APB意見書第16号 ではパー チ ェス、持 分プー リング とも識別 は経 済的実質 に もとつ くとい うよ
りもます ます付帯 条件に よって決 定 され るこ とにな ったのである13}。
APB意見書 第16号 の制定後、特 に1970年代後 半以降 、米国 にお け る企 業結合 は持 分プー リン グ法 よ り
もパー チェ ス法 に よって処理 され る割合 が圧倒 的に多 くな ってい る。 こ うした傾 向はAl)B意見書第16号
にお ける持分 プー リング法適 用のための厳 格な要件が 作刑 していた こと もあろ う。 同時 に、1960年代の
コン グロマ リッ ト合併ブー ムの ときと違 って、70年 代 後 半以 降の超大型合 併ブーム期の特徴 の一つは現
金が主た る合 併対価 と して使用 され たこ とで ある。 この合 併ブーム の背 景には、企業 に余剰 資金 が累積
していた こ と(貨 幣資本 の過剰)、業績 の よい会社 で も株 価が割安 で あった こ と、 さらに景気 の回復に よ
つて キャ ッシュ フロー が増 大依向 に あったが 、相対的 に有 利な投資機会 が欠如 してい た こと(現 実資本
の過剰)な どが あった11}。いずれ に して も合 併対価の変化 が会 計処 理方式 の選 択に影響 した と考 えられ
るので ある。
IM佐々木 利 充 『合 併財 務 会 計 政 策一 ア}リ カ第 三 次 合 同 運 動一 』.九州 大 学 出 版会 、1987年、86べーー ジ 。
u'松井 和夫 ・奥 村 一 『米 国 の 企 業 買収 ・合 併』 東 洋 経 済 新 報 社 、1987年、52-54ペーー ジ。
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結びにかえて
合併当事会社の利益剰余金が合併存続会社の勘定に利益剰余金 とい う形で継承 され ることに対 して、
第一:次大戦前の米国で も一般に否定的な見方が強かった。ある特定の利益剰余金は特定の会社の利益蓄
積であり、合同 した会社ない し合併存続会社の蓄積ではない。合併は新たな会社の劒設に等 しいのであ
るか ら、新 しい会社が当初から利益剰余金を抱えて誕生することはあ りえないと考え られていたのであ
る。持分プー リング法はこうした鉄則に反す る方式であるが、∧RB第40号は ト 般ーに認められた会計原
則」(GAAP)の名 もとに持分プー リング法適用への途を企業に開き、さらに同第48号 は持分プー リン
グ法適用のための要件を緩和 したのである。APB意見書第16号は持分プー リング法の 「濫用」に対する
批判に応えるべ く同方式適用のための要件を厳格に設けたのであるが、結局両方法の温存を図るとい う
態度をとったのである。APB意見書第16号は一方で合併会計実務にたいする社会からの批判に反応 しな
がらも、他方において企業側の要請にも応えたのであった。
冒頭で言及 したように、FASBは2001年7月にAPB意見書第16号、同第17号に代わる基準書第141号、
142号を公表 して、持分プー リング法の適用を禁止 し、企業結合は独立 した当事者間における交換取引と
同様 に処理 され るべ しとのスタンスを明 らかに した。AICPA会計研究叢書第5号 においてこうした見解が
披漉 されてか らこの間実に約40年の歳月が流れたのである。
(ねづ ふみお)
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